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（様式 3-1） 

国際共同研究事業 

令和３(2021)年度実施報告書 

 

令和 4 年４月 16 日 

独立行政法人日本学術振興会理事長 殿 

 
[日本側代表者所属機関・部局] 

 神戸大学 大学院法学研究科 
[職・氏名] 

 教授 前田 健 
[課題番号] 

JPJSJRP 20211703 

1. プログラム名 英国との国際共同研究プログラム(JRP-LEAD with UKRI) 

2. 研究課題名  

（和文） パンデミック時の医薬品開発の学際的研究：アンチコモンズの悲劇からの知財権の解放 

 

（英文） AN INTERDISCIPLINARY STUDY ON MEDICAL RESEARCH AND DEVELOPMENT: 

RESCUING INTELLECTUAL PROPERTY RIGHTS IN PANDEMIC EMERGENCIES FROM THE 

"TRAGEDY OF THE ANTICOMMONS" 

 

3. 共同研究実施期間 

令和 3 年 12 月 1 日 ～ 令和 6 年 11 月 30 日 (3 年 0 ヶ月) 

 

4. 相手国側代表者（所属機関名・職名・氏名【全て英文】） 

   University of Aberdeen (Scotland), Professor, Roy Andrew Partain                              
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5. 当該年度実施状況 

2021 年 12 月 23 日、英国側・日本側のコアメンバーによる研究会議を実施し、研究計画の全体像についての共通

認識を形成した。また、2022 年 1 月 24 日に、日本側メンバー全員による研究会議を開催して、研究計画の全体像に

ついて、日本側全メンバーとの間で共有を図った。その間、こまめに、日英の PIによるメール連絡を行って、相互の意

思疎通に齟齬がないように努めている。 

また、日英合同の研究会議を 2022 年度初頭（4 月 8 日）に実施することを決定し、英国側の代表者 Partain が研究

報告を行うことを決定した。これは、サブグループ①が行う、アンチコモンズの理論についての分析についての、中間

報告の場としての位置づけを有している。 

 さらに、日本側のサブグループ②における研究を遂行するため、合同での日本側メンバーによる研究会議を実施し

た。会議は、研究メンバー、又は、ゲスト講師による発表を受けて意見交換を実施するという形で行った。実施した研

究会は、下記の通りである。 

 2022 年 2 月 17 日 齋藤光理「第二のパンデミックに向けて迅速なワクチンの開発・流通を促進する制度としての

調停」 

 2022 年 3 月 26 日 西村あさひ法律事務所弁護士木下倫子氏「医薬品のライフサイクルと薬事レギュレーション」 

 

 その他、文献調査、COVID-19 治療薬・ワクチンに関する特許の状況の調査、製薬企業等実務関係者に対するイ

ンタビューのための下準備を継続して実施している。 

 

 

 

 

 

  

 当該年度実施計画書の「当該年度実施計画の概要」の内容と対応させつつ、当該年度の実施状況を簡潔に記

載してください。再委託又は共同実施を行った場合は、それぞれの実施状況がわかるように記載してください。 

 当該年度又は前年度（複数年契約を締結し繰越を行った場合）の各費目における増減が研究経費総額の 50%

（この額が 300 万円を超えない場合は 300 万円）に相当する額を超えた場合は、その理由と費目の内訳を変更

しても計画の遂行に支障がないと考えた理由を記載してください。 
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7. 研究発表（当該年度において本共同研究の一環として本事業による支援を受けたことを明示して発表したも

のについて記載してください） 

〔雑誌論文〕 計（0）件  うち査読付論文 計（ ）件 

通

番  

共著の有無 *1 著者名、論文標題等*2 

1 

  

2 

  

3 

  

 

 〔学会発表〕計（0）件  うち招待講演 計（ ）件 

通番 共著の有無 *1 発表者名、発表標題等*2 

1 

  

2 

  

 

 〔図 書〕 計（0）件 

通

番  

共著の有無 *1 著者名、著書名等*2 

1 
  

*1 相手国側参加者との共著（共同発表）がある場合は○と記入。 

*2 当該発表等を同定するに十分な情報を記載すること。例えば学術論文の場合は、著者名、論文標題、雑誌名、

巻号、発行年（西暦）、最初と最後の頁、掲載論文の DOI、学会発表の場合は発表者名、発表標題、学会等

名、発表年（西暦）、発表地（国名、国外開催の場合のみ）、図書の場合は著者名、著書名、出版社名、発行

年（西暦）、総ページ数、ISBN、など（順番は入れ替わってもよい）。相手国側参加者との共著となる場合は、著

者名が複数であっても省略せず、その氏名を記入し下線を付すこと。 

*3 足りない場合は適宜行を追加すること。 

 

 

8. 本事業による産業財産権の出願・取得状況（当該年度に出願又は取得したもの） 

 〔出 願〕    計（0）件   

通番 産業財産権の名称、発明者、権利者、産業財産権の種類、番号、出願年、国内・外国の別 

1  

 

 〔取 得〕    計（0）件  

通番 産業財産権の名称、発明者、権利者、産業財産権の種類、番号、取得年、国内・外国の別 

2  

* 必要に応じて、欄を追加してください。 

 

 


